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本報告書の調査は、本件航空重大インシデントに関し、運輸安全委員会設置法及び

国際民間航空条約第１３附属書に従い、運輸安全委員会により、航空事故等の防止に

寄与することを目的として行われたものであり、本事案の責任を問うために行われた
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本報告書本文中に用いる分析の結果を表す用語の取扱いについて 

 

本報告書の本文中「３ 分 析」に用いる分析の結果を表す用語は、次のとおりと

する。 

 

① 断定できる場合 

・・・「認められる」 

 

② 断定できないが、ほぼ間違いない場合 

・・・「推定される」 

 

③ 可能性が高い場合 

・・・「考えられる」 

 

④ 可能性がある場合 

・・・「可能性が考えられる」 

・・・「可能性があると考えられる」 
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航空重大インシデント調査報告書 

 

１．所     属    個人 

型     式  セスナ式１７２Ｈラム型 

登 録 記 号  ＪＡ３３５３ 

２．所     属    個人 

型     式  坂本式ＳＳ－９型（自作航空機、複座） 

識 別 記 号  ＪＸ０１５７ 

インシデント種類   他の航空機が使用中の離着陸地帯への着陸 

発 生 日 時  平成２９年８月１３日 １０時３８分ごろ 

発 生 場 所   茨城県筑西市
ちくせいし

 明野スカイスポーツクラブ場外離着陸場 

 

平成３０年５月２５日 

                           運輸安全委員会（航空部会）議決 

                            委 員 長  中 橋 和 博（部会長） 

                            委   員  宮 下   徹 

                            委   員  石 川 敏 行 

                            委   員  丸 井 祐 一 

                            委   員  田 中 敬 司 

                            委   員  中 西 美 和 

 

１ 調査の経過 

1.1 重大インシデ

ントの概要 

個人所属の自作航空機坂本式ＳＳ－９型ＪＸ０１５７は、平成２９年８月

１３日(日)１０時３８分ごろ、茨城県筑西市明野スカイスポーツクラブ場外

離着陸場から離陸のため滑走しようとしていた個人所属セスナ式１７２Ｈラ

ム型ＪＡ３３５３が使用中の離着陸地帯に着陸した。 

1.2 調査の概要 本件は、航空法施行規則（昭２７運輸省令５６）第１６６条の４第２号中の

「他の航空機が使用中の滑走路への着陸」に準ずる事態に該当し、航空重大イン

シデントとして取り扱われることとなったものである。 

運輸安全委員会は、平成２９年８月１６日、重大インシデント発生の通報を受

け、本重大インシデントの調査を担当する主管調査官ほか１名の航空事故調査官

を指名した。 

本調査には、ＪＡ３３５３の設計・製造国であるアメリカ合衆国の代表が参加

した。 

原因関係者から意見聴取及び関係国への意見照会を行った。 

 

２ 事実情報 

2.1 飛行の経過 個人所属セスナ式１７２Ｈラム型ＪＡ３３５３（以下「Ａ機」という。）の

機長、個人所属の自作航空機坂本式ＳＳ－９型ＪＸ０１５７（以下「Ｂ機」

という。）の操縦者及び目撃者の口述によれば、飛行の経過は概略次のとおり

であった。 

   Ａ機の機長は、本重大インシデント発生の前日１８時ごろ、茨城県筑西

市の明野スカイスポーツクラブ場外離着陸場に到着し、近接した格納庫に

宿泊した。到着の際、離着陸地帯の内外に航空機や車両が無いことを確認

していた。機長は、当日、９時前にはＡ機を格納庫から離着陸地帯に移動
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させ、飛行の準備を行っていた。１０時３０分、慣熟飛行として場周経路

を３回飛行するため、機長が左席に着座し、同場外において北北西から南

南東方向へ離着陸地帯（以下「滑走路１６」という。）を離陸した。場周

経路を１回飛行するごとに着陸することとしていたため、その１回目とし

て滑走路１６に１０時３６分着陸した。着陸後、離着陸地帯の西側を地上

走行し、離着陸地帯に進入後、その末端中心で機首を離陸方向へ向け停止

した。機長は、次の飛行のため計器類の確認を行った後、離陸滑走を開始

しようとした瞬間、自機のやや右側頭上を白及び青に塗装されたＢ機が通

過し、１０時３８分、前方約２０ｍの地点に着陸のため接地した。機長

は、それまでＢ機の存在を認識していなかった。 

機長は、Ｂ機が着陸後に離着

陸地帯から出て東側に停止した

ことから、確認のため地上走行

してＢ機に近づいた。機長はＢ

機に「ＪＸ」（自作航空機）の

表示があったことから、無線機

が無く航空機相互無線が使えな

いと判断し、また、Ｂ機に離陸

の意思がないと判断して、Ａ機

は再度、離陸位置に戻り、２回

目の飛行のため１０時４０分に

滑走路１６から離陸した。１０

時４２分、機長は、場周経路の

東側ダウンウインドを飛行中、

Ｂ機が離陸し南東方向に飛行しているのを確認した。飛行を終えた後、

機長は、目撃者と会話し、本事案が航空重大インシデントに該当すると

考え、翌日、航空局へ通報した。 

Ｂ機の操縦者は、前日夕方、Ｂ機を陸送で同場外南側の空地に搬入

し、主翼の取付作業を実施後、機体を残して帰宅した。操縦者は、当

日、９時ごろから１０回ほど同場外でジャンプ飛行を実施した後、同場

外を中心にして付近の小貝川沿いを南北に飛行することを計画した。 

１０時ごろ同場外を離陸し、南側から北側を経由して同場外上空を飛行

しようとした際、東側場周経路で前方を飛行しているＡ機を確認した。

Ｂ機は、Ａ機に続いて約５００ｍ以上離れて飛行し、着陸したＡ機の上

空を飛行した後、右旋回して小貝川沿いを高度約３００ft で北北西側に

戻り、さらに着陸のため右旋回して同場外に進入した。進入の際、Ａ機

が離着陸地帯の外（東側）で機首を西側に向け停止していたため、操縦

者は安全であると判断し着陸した。その後、Ｂ機は、Ａ機が離陸したこ

とを確認して、再度離陸した。なお、Ｂ機は本飛行の際、無線機は装備

していなかった。 

目撃者Ａ及び目撃者Ｂは、Ａ機の飛行を地上で見ていた。Ａ機が１回

目の進入の際、Ｂ機が突然現れてＡ機の背後につき、Ａ機の着陸時にそ

の上空を低空で追い越した。その後Ｂ機は、離着陸地帯の西側を経由し

滑走路１６側まで戻り、極端なバンク角で旋回後、離着陸地帯の末端に

いたＡ機の頭上を通過して、Ａ機の前方に着陸した。目撃者Ｂは、Ｂ機

図１ 場外離着陸場付近図 
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が接地した時の両機の距離が約２０ｍしかなかったため怖いと感じた。

Ｂ機は着陸後に離着陸地帯を出て停止した。その後、Ａ機が離陸した後

にＢ機は離陸し、南東へ向かって飛行していった。 

 

本重大インシデントの発生場所は、茨城県筑西市の明野スカイスポーツク

ラブ場外離着陸場（北緯３６度１３分４２秒、東経１４０度００分０２秒）

で、発生日時は、平成２９年８月１３日、１０時３８分ごろであった。 

 

 

 

 

 

2.2 負傷者 なし 

2.3 損壊 なし 

2.4 乗組員等 (1) Ａ機の機長 男性６５歳  

自家用操縦士技能証明書（飛行機）          平成 ３ 年１１月１日 

特定操縦技能 操縦等可能期間満了日   平成３０年４月１１日 

限定事項 陸上単発機          平成１９年１２月３日 

第２種航空身体検査証明書    有効期限：平成３０年３月２３日 

総飛行時間                 １,６０２時間１３分 

    同型式機による飛行時間              ２８１時間００分 

        最近３０日間の飛行時間                  ３６分 

(2) Ｂ機の操縦者 男性７０歳  

総飛行時間                                     約１００時間 

  同型式機による飛行時間                ０時間００分 

       最近３０日間の飛行時間                   ０分 

（上記飛行時間は、操縦者の口述によるものである。） 

2.5 航空機等 (1)  Ａ機  

型式：セスナ式１７２Ｈラム型  

      製造番号：１７２５５８１５、製造年月日：昭和４２年１月２７日  

 耐空証明                 第東－２８－４２２号 

     有効期限                平成２９年１２月１９日 

総使用時間                               １２,６５９時間１７分 

(2)  Ｂ機 

    型式：坂本式ＳＳ－９型 

    総使用時間                       ０時間 

    （上記使用時間は、操縦者の口述によるものである。） 

2.6 気象 重大インシデント現場の南西約８kmに位置する下妻地域気象観測所の重大イ

ンシデント関連時間帯の観測値は、次のとおりであった。 

10時30分 風向 南東、風速 ２.５m/s、気温 ２７.９℃、降水量 ０mm 

2.7 航空法の許可 (1)  Ａ機 

本飛行に際し、必要な許可は取得されていた。 

写真１ Ａ機 写真２ Ｂ機 
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(2)  Ｂ機 

本飛行に際し、航空法（昭２７法２３１）第１１条第１項ただし書、第 

２８条第３項及び第７９条ただし書の許可は、取得されていなかった。 

2.8 その他必要な

事項 

(1)  同場外の状況 

   同場外は、長さ６００ｍ、幅２５

ｍの離着陸地帯を有し、その表面は

一面芝生であり、河川敷に設置され

ている。離着陸地帯の大きさは、飛

行クラブの規則で設定されているが

地上に標識等はない。 

   なお、機長及び目撃者によれば、

目撃者の位置はそれぞれ離着陸地帯

から約１０ｍ離れた場所であった。 

 

 

(2)  ＧＰＳの記録 

Ａ機の機長が機内に持ち込んでいた携帯電話に内蔵されたＧＰＳによる航

跡記録によれば、Ａ機は、同場外で滑走路１６の離着陸を３回行っており、

東側の場周経路を使用していた。 

(3)  Ｂ機に関する情報 

   操縦者によれば、平成２８年末に米国からズリン・エアクラフト社製Ｚ

４２シリーズの機体をインターネットで購入したが、機体にはマニュアル

類としてパーツリストのみ同梱
どうこん

されていた。また、本重大インシデント時

の飛行が、ジャンプ飛行を含め初めてであった。 

なお、航空法第１１条第１項ただし書の基準である「自作航空機に関す

る試験飛行等の許可について」による機体登録及び識別記号取得の手続は

行われていた。 

(4)  同クラブの規定 

Ａ機及び機長が所属する同クラブが定める場外離着陸場管理規則及び運航

管理規則には、以下の内容が規定されている。（抜粋） 

・航空機の離着陸又は停留のために施設を使用する者は、あらかじめ場

外離着陸場使用許可申請を提出しクラブ会長の許可を得ること。 

・施設を使用する者は、あらかじめ航空法第７９条ただし書の許可を得

ること。 

・離陸する他の航空機に続いて着陸しようとする場合には、その航空機

が離陸して離着陸地帯の末端を通過する前に、着陸のために最終進入路

に進入しないこと。 

   なお、Ｂ機及び操縦者は、同クラブに所属しておらず、また、同クラブか

ら同場外を使用するための許可を得ていなかった。   

(5)  許可取得の徹底について 

     国土交通省航空局は、従前から関係団体等に対し、自作航空機を含む超軽

量動力機等の飛行に関する許可取得の徹底について周知を図っており、直近

図２ 場外離着陸場の状況及び目撃者の位置 
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では平成２７年８月、以下の内容を含む許可取得の再徹底について周知を行

っている。（抜粋） 

    ・許可を得ている申請内容と実際に飛行している機体、操縦者、飛行範

囲及び離着陸の場所について、相違がないか確認を行うこと。 

    ・許可を得ず飛行を行うなど航空法違反又はそのおそれがあるクラブ又

は個人を知り得た場合には航空局に対して速やかに報告すること。 

さらに航空局は、ホームページにおいても超軽量動力機等の安全規則の遵

守について周知を行っている。 

 

３ 分析 

3.1 気象の関与 なし 

3.2 操縦者の関与 あり 

3.3 機材の関与 なし 

3.4 判明した事項

の解析 

(1)  重大インシデントとなった飛行の状況 

   Ａ機の機長及び目撃者の口述並びにＡ機に持ち込まれたＧＰＳの記録によ

れば、Ａ機は、１０時３６分に１回目の着陸を行ったものと推定される。

その後、Ａ機は再び離陸滑走を始める位置まで移動するため、離着陸地帯

の外側（西側）を地上走行し、１０時３８分ごろには図３の番号７及び８

の離着陸地帯内に移動して機首を離陸方向へ向け、離陸準備を行っていた

ものと考えられる。Ｂ機の操縦者の口述によれば、Ａ機が離着陸地帯の外

で機首を西側に向けて停止していたことから着陸したと述べているが、上

述のとおり、Ｂ機は、Ａ機が離陸準備を行っていた離着陸地帯に着陸した

ものと考えられ、Ｂ機の操縦者は、Ａ機が図３の番号６及び７付近におい

て西側を向いていた時に、Ａ機を視認した可能性が考えられる。このこと

については、Ｂ機の操縦者は、同クラブ員ではないため、同クラブの規則

にある同場外の諸元について正確に把握していたものではないことから、

Ａ機の停止位置は離着陸地帯外と認識したものと考えられる。Ｂ機の操縦

者は、同クラブの許可を受けず規則等も把握していないなか、Ａ機が使

用している同場外への着陸及び極めて接近した着陸を行ったが、Ａ機の

動向によっては更に危険な状況になることも考えられることから、着陸を

行うべきではなかった。 

 

図３ Ａ機のＧＰＳデータ（抜粋）による推定地上走行経路 
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(2)  法令遵守 

自作航空機であるＢ機は、機体登録及び識別記号の付与は行われていた

が、航空の用に供するために必要な航空法第１１条第１項ただし書の許可を

有していなかった。さらに、Ｂ機の操縦者は、操縦に必要な航空法第２８条

第３項の許可及び同場外への離着陸に必要な航空法第７９条ただし書の許可

を取得していなかった。各許可の取得には、許可基準に基づいた機体や

同場外での離着陸行為の安全性等の確認、段階的な操縦者の技量の確

認などが必要である。各許可を取得していなかったＢ機及び操縦者

は、安全上の基準を満たしていることが確認されていなかったことか

ら、Ｂ機の操縦者は本飛行を行うべきではなかった。操縦者は、航空

法の目的を理解し、法令遵守の重要性を認識する必要がある。また、超

軽量動力機等の飛行を行う操縦者及び関係団体は、無許可飛行を確認した際

に航空局への報告を徹底する必要がある。 

 

４ 原因 

本重大インシデントは、Ａ機が離陸準備を行っていた離着陸地帯にＢ機が着陸したことによるも

のと考えられる。 

Ａ機が離陸準備を行っていた離着陸地帯にＢ機が着陸したことについては、Ｂ機の操縦者は、場

外離着陸場の諸元を正確に把握しておらず、停止していたＡ機が離着陸地帯外にいるものと認識し

たことによるものと考えられる。 

 


